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後期高齢者医療制度の

平成28・29年度の が決まりました
　後期高齢者医療制度では、利用者負担を除いた後期高齢者の
医療費の支払いなどに必要な費用のうち、約５割を国・県・市
町村の公費で、約４割を現役世代の方が加入する医療保険の支
援金で負担しており、被保険者の皆さんに負担していただく保
険料は、全体の約１割となっています。
　保険給付費は今後２年間についても増加すると見込まれるため、さまざまな保険料率の上昇抑
制策を行いましたが、皆さんにご負担いただく保険料率の引き上げをお願いせざるを得なくなり
ました。被保険者の皆さんが安心して医療のサービスを受けられるように、保険料率の引き上げ
について、ご理解をお願いします。

被保険者均等割額 所得割率

54,394円 11.42％

※平成28年度の個々の保険料額につきましては、前年中の所得が確定した後、次の計算方法により7月初旬に決定する予定です。

保険料の計算方法

　保険料は一律に負担していただく「被保険者均等割額」と所得に応じて負担していただく
「所得割額」を合計して被保険者個人ごとに算出します。

　保険料については、下表のような軽減措置があります。平成２８年度分の保険料からは、所得の少ない方の
保険料負担の軽減のため、被保険者均等割額の2割軽減および5割軽減の対象者が広がります。

○賦課基準額とは、総所得金額等（被保険者の前年中の収入額から各種控除や必
要経費を除いた所得の合計額）から基礎控除額（33万円）を差し引いた金額です。

○1人あたりの年間保険料の上限は57万円です。（※100円未満切り捨て）

1人あたりの
年間保険料

1人あたり定額の保険料
［被保険者均等割額］54,394円

所得に応じた保険料
［所得割額］賦課基準額×11.42％

◆保険料の軽減について（対象者の一部拡大）

【被保険者均等割額の軽減】★軽減は、世帯主および被保険者の総所得金額等の合計額（※）の状況により判定します。

※65歳以上で公的年金の所得がある場合、公的年金等所得から15万円を差し引いた額で軽減を判定します。

（注）

軽減の
割合

軽減の割合

5割
（所得割額の1／2相当）

被保険者の所得

賦課基準額（総所得金額等から33万円を引いた額）が58万円以下
※年金収入のみの場合は収入額が211万円以下

【所得割額の軽減】

【被用者保険の被扶養者であった方の軽減】

★軽減は、被保険者本人の総所得金額などの状況により判定します。

★後期高齢者医療に加入する前日に被用者保険（協会けんぽ・共済組合・船員保険など）の被扶養者（扶養家族）であった方は、被保
　険者均等割額が9割軽減され、所得割額は賦課されません。

9割 5,439円 改正なし

8.5割 8,159円 改正なし

33万円以下で、被保険者全員が年金収入
80万円以下（その他の所得がない）

33万円以下で9割軽減の基準に該当しない

5割 27,197円 33万円＋（26万5千円×被保険者数）以下 33万円＋（26万円×被保険者数）以下

2割 43,515円 33万円＋（48万円×被保険者数）以下 33万円＋（47万円×被保険者数）以下

軽減後の被保
険者均等割額

同一世帯内の世帯主と被保険者の総所得金額等の合計額

改　正　後 改　正　前

保険料の軽減は、その年度の4月1日（4月2日以降新たに資格を取得した方は資格取得日）時点の世帯構成による世帯主お
よび被保険者全員の前年中の所得をもとに算定されます。
世帯主および被保険者のうち、前年中の所得が未申告の方がいた場合、その世帯の被保険者全員の保険料の軽減が判定で
きませんので、必ず所得の申告をお願いします。


